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情報保護に関する技術は日進月歩であるため、情報保護体制が陳腐化する恐れがあ

り、それを適宜見直して改善するためには以下の責任を果たさなくてはならない。 

・ 当該情報システムの運用管理の状況を定期的に監査すること 

・ 問題点を洗い出し、改善すべき点があれば改善すること 

 

そのために医療機関等の管理者は、医療情報保護の仕組みの改善を常にこころがけ、

現行の運用管理全般の再評価・再検討を定期的に行う必要がある。 

 

（2） 事後責任について 

医療情報について何らかの不都合な事態（典型的には漏えい）が生じた場合には、

以下の責任がある。 

 

① 説明責任 

特に医療機関等は一定の公共性を有するため、個々の患者に対する説明責任がある

ことは当然ながら、併せて監督機関である行政機関や社会への説明・公表も求められ

る。そのため、以下のことが必要である。 

・ 医療機関等の管理者はその事態発生を公表すること 

・ 原因とそれに対していかなる対処法をとるかについて説明すること 

 

②  善後策を講ずる責任 

また、医療機関等の管理者には善後策を講ずる責任も発生する。その責任は以下に

分けられる。 

１）原因を追及し明らかにする責任 

２）損害を生じさせた場合にはその損害填補責任 

３）再発防止策を講ずる責任 

 

4.2 委託と第三者提供における責任分界 

医療情報を外部の医療機関等や事業者に伝送する場合、個人情報保護法上、その形態に

は委託（第三者委託）と第三者提供の 2 種類があるため、それぞれの形態における医療機

関等の管理者の情報保護責任のあり方を、前項に従い整理して示す。 

 

4.2.1 委託における責任分界 

委託の場合、管理責任の主体はあくまでも医療機関等の管理者である。医療機関等の管

理者は患者に対する関係では、受託する事業者の助けを借りながら、前項に掲げた「説明

責任」・「管理責任」・「定期的に見直し必要に応じて改善を行う責任」を果たす義務を負う。 

万一、何らかの不都合な事態が生じた場合にも同様に、受託する事業者と連携しながら


